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厚生労働科学研究費補助金（新興・再興感染症及び予防接種政策推進研究事業） 

令和４年度 総括・分担研究報告書 

 

地域における感染症対策に係るネットワークの標準モデルを検証・推進するための研究 

 

研究代表者 宮入 烈 （浜松医科大学小児科学講座 教授） 

研究要旨  

薬剤耐性菌（AMR）による感染症は、生命予後に直結する重要な懸案事項である。2016

年の AMR アクションプランが制定されたことをうけ、当研究班では小児の一次診療現場

を中心とした抗菌薬適正使用推進の方策を検討し処方実態を明らかにしてきた。その実、

小児における抗菌薬処方は 2021年までに大幅に減少したことが確認されている。この要

因を特定するために、本年度はこれまでに実施された政策の効果を検討した。全国的に

2016年以降、抗菌薬処方は減少傾向にあり、2018年に導入された小児抗菌薬適正使用加

算は処方減少に直接的な効果があったが確認された。一方で、同年から導入された抗菌薬

適正使用支援加算は抗菌薬減少の経年的トレンドに直接的な影響を与えなかったことが

確認された。抗菌薬処方の減少傾向はアクションプラン・ガイドライン・学会推奨など複

合的な要因が、不要な抗菌薬の削減に寄与したものと想定されたが、医師による処方内容

の改変自体にはより積極的な働きかけが必要と考えられた。我々は能動的な AMR 対策の

モデルとして兵庫県の複数の急病センターで行政と一体となった運用を継続し、簡略化

したフィードバックの方策でも狭域抗菌薬の処方推進を図ることが出来た。また、2022

年度は耳鼻科を中心とし学会も交えた適正使用の活動を推進した。この AMR 対策の軸と

なる処方モニタリングシステムの開発を行い、実装検討を診療所で行った。また、別途

AMR 臨床リファレンスセンターで開発された診療所における抗菌薬適正使用支援システ

ム OASCISを夜間急病センターに導入することが可能であることを確認した。 

 

研究分担者 

宇田和宏（岡山大学医学部小児科） 

大久保祐輔（国立成育医療研究センター） 

岩元典子（国立国際医療研究センター） 

笠井正志（兵庫県立こども病院） 

研究協力者 

明神翔太（国立成育医療研究センター） 

大竹正悟（国立感染症研究所） 

磯部裕介（浜松医科大学） 

 

Ａ. 研究目的 

2016年の薬剤耐性菌（AMR）アクションプ

ランに則り、各種対策がとられてきた。本研

究班では過去数年にわたり、地域の一次医

療機関における経口抗菌薬適正使用を推進

する手法を開発し実施してきた。本研究の

目的は、①抗菌薬処方の現状を把握し、②

AMRアクションプランの効果を検証し、③休

日夜間急患センター（急患センター）と保健

所を中心に行政とプライマリケア従事者が

綿密に連携する地域感染対策ネットワーク

を確立し、④全国に展開し処方量や耐性菌
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検出率を比較検討することで抗菌薬適正使

用の評価指標を確立させることである。本

年度は②と③を中心に検討した。 

 

Ｂ. 研究方法 

地域における持続可能な AMR 対策を推進

するために、急患センターで調査・介入を行

う。その結果を地域に還元し、さらに標準モ

デルとして全国に展開するために、以下の

計画を実施した。 

①  抗菌薬処方状況の調査（宮入・岩元・

宇田・笠井・明神・大久保） 

全国の小児の内服抗菌薬の詳細な処方動

向を調査し、加算導入による影響について

NDBを用いて評価する。 

 

② 継続可能で汎用性の高いシステムの構

築（笠井・大竹・明神・磯部） 

これまでの我々の取り組みにより、急患

センター中心としたネットワークにおいて

既にモニタリングとフィードバックの効果

があらわれている地域（兵庫県神戸市・姫路

市）では、同様の取り組みを継続する。新た

に浜松市の夜間急患センターにおける導入

を行った。更に保健所など行政が関与する

方策を導入し、持続可能性を高める試みや

実現可能で汎用性の高いシステムを構築す

る。その他、研究協力者のいる他地域でも導

入を開始する。また併せて抗菌薬適正使用

について市民への啓発活動を行う。 

 

③ 全国の急患センターの施設背景と診療

実態の把握とフィードバック（笠井・大竹） 

 急患センターは施設により運営母体が異

なり、医師や他職種の出務形態、採用抗菌薬

や後送病院の有無など施設背景も多様であ

る。まずは全国の急患センターのリストア

ップや各施設にアクセスする方法を検討す

る。各急患センターの運営母体となる組織

に一次調査票を送付し、研究協力が得られ

る場合には各急患センターの施設背景や診

療実態の調査を行う。 

  

④ 抗菌薬処方状況集計ツールの開発（宮

入・明神・磯部） 

複数地域の急患センターにおける抗菌薬

処方状況を統一した方法で簡易に集計する

ためのツールの存在が必要であるこれによ

り、開発研究者だけでなく行政・各施設の出

務医師や一般市民なども容易に処方状況を

確認できるようなアプリケーションの新規

開発を目指す。 

 

Ｃ．結果 

① AMR対策の有効性の検証 

2018年 4月からは政策として「小児抗菌

薬適正使用支援加算（以下、ASP加算）」が

開始された。我々は 2016 年 4 月から 2019

年 3 月でのレセプト情報・特定健診等情報

データベース（NDB）を用いて、感染症関連

病名で受診した 1 歳未満の患者群を抽出し

ASP加算の導入頻度を調査した。また、3年

間の推移を追い、ASP加算の導入群と非導入

群に分けて、抗菌薬処方、呼吸器系薬剤の処

方、入院率、時間外受診の変化を検討した。

全体で ASP 加算は 29%で導入され、4.8%か

ら 45.5%と都道府県毎にばらつきが見られ

た。抗菌薬処方は ASP加算の導入前後で 176 

DOTs/1000 visitorの減少が見られた。一方

で、その他の薬剤処方、入院率、時間外受診

については増加しなかった。ASP加算は比較

的安全に抗菌薬適正使用を推進する政策と
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なりうることが示唆された。 

抗菌薬適正使用支援加算（H-ASP）につい

ては、2011 年から 2018 年の全年齢の患者

を対象とし、感染対策防止加算（IPC-1）の

みの病院 51病院と IPC-1に H- ASP加算を

導入した 421 病院において、H-ASP 加算の

効果を評価した。H-ASP加算導入の全抗菌薬

処方、広域抗菌薬処方の減少効果は認めな

かった。H-ASP 加算は P-ASP 加算と比較す

ると医師の処方行動への影響は乏しいこと

が示唆された 

 

②  急病センターにおける AMR 対策の推

進 

我々は地域における薬剤耐性菌対策とし

て、これまで休日・夜間急病センター(以下、

急病センター) での抗菌薬適正使用に着目

してきた。令和 4 年度は以下 2 点に取り組

んだ。1点目は神戸こども初期急病センター

で行ってきた News letter を用いた出務医

師への抗菌薬処方動向のフィードバックお

よび感染症情報の共有をより簡素化した。 

その後も抗菌薬処方割合は減少が継続し、

2023年は 2%以下を推移した。2点目は前年

度より開始した姫路市休日・夜間急病セン

ター耳鼻咽喉科における抗菌薬処方モニタ

リングを継続した。COVID-19の流行により

2020 年以降受診患者数が減少したが、第 3

世代セファロスポリン系薬からアモキシシ

リンへの処方選択変化は継続して確認され

た。今後は小児耳鼻咽喉科学会と連携して

取り組みの継続及び全国への波及を目指し

ていく。なお、継続的かつ簡易に診断名や抗

菌薬処方件数を集計するデータ抽出ソフト

の開発に取り組んだが、急病センターでの

データの取り扱いなどの問題が発生し、臨

床現場での実装が困難であった。 

 

③ 市民啓発活動 

令和 3 年度に開始した乳児健診案内を通

じた意識調査および市民教育モデルの継続

である。2021年 4月から神戸市での乳児健

診案内に保護者に対する抗菌薬適正使用に

関する意識調査を同封し 2023年 3月までに

1038件の回答を得た。リーフレット配布期

間に案内を受け取った保護者の 53%がリー

フレットを認知しており、リーフレットを

配布されていない群と比較し、配布された

群で問いの正答割合が改善していた。兵庫

モデルとして一定の成果を残すことができ

たため、引き続き全国の参考になる取り組

みを継続していく。 

  

④ 抗菌薬集計ツールの構築 

全国の休日夜間急患センターにおける抗

菌薬適正使用を進めるにあたり、各施設内

での処方状況の集計をいかに効率良く、正

確に行うことができるかが重要である。本

分担研究では休日夜間急患センターにおけ

る抗菌薬の処方状況を簡易かつ正確に集計

することができるように、各施設が保有す

るレセプトコンピュータから出力される医

科レセプトデータを解析し、任意の方法で

集計結果を表示することができるソフトウ

ェアの開発を行なった。昨年度までにベー

タ版の作成が完了し、今年度は実際の生デ

ータを用いてのテストを経て、実際の現場

で運用を開始した。研究期間中に、AMR臨床

リファレンスセンターによる診療所版 J-

SIPHE[診療所における抗菌薬適正使用支援

システム OASCIS]の運用も開始されたが、

休日夜間急患センターにおける運用におい
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ては課題も明らかとなり、AMR臨床リファレ

ンスセンターと適宜連携を取りながら開発

を進めた。 

 

⑤ 休日夜間急患センターにおける抗菌薬

処方状況集計ツールの実践（OASCISを用い

た検討） 

本分担研究では休日夜間急患センターに

おける抗菌薬の処方状況を簡易かつ正確に

集計することができるように、AMR臨床リフ

ァレンスセンターによる診療所版 J-

SIPHE[診療所における抗菌薬適正使用支援

システム OASCIS]を休日夜間急患センター

で運用することが可能か検証を行った。

OASCISの運用は休日夜間急患センターでも

大きな問題なく運用可能であった。 

 

Ｄ. 考察 

・AMR アクションプラン制定から 7 年が経

過し抗菌薬処方は大幅に減少した。特に小

児における減少幅は大きく、今回の検討か

らは、現場を対象とした普及啓発活動から

持続的な抗菌薬処方減少と適正使用に寄与

していることが考えられた。一方で、政策と

しては、抗菌薬処方に直結する加算導入に

大きな効果があることが確認された。 

・我が国の現行の医療制度下で、プライマ

リケアの場における感染症対策に最も効果

的にアクセスする方法として、急患センタ

ーに着目した。急患センターはその地域の

プライマリケアに従事する医師・看護師・薬

剤師などが交代で出務することで運営され、

2012年時点で同様の施設が全国に 556箇所

存在する。そこで 2017年より兵庫県の神戸

こども初期急病センター、姫路市休日夜間

急病センターにおける小児に対する抗菌薬

処方に伴う問題点抽出と、処方状況のモニ

タリング、出務医師に対するフィードバッ

クを始めとした教育的な介入を行なった。

両施設ともに抗菌薬処方数・受診者に対す

る抗菌薬処方割合は順調に低下し、処方内

容も適正化できた。直接の介入を行った施

設においては、第 3 世代セフェムの大幅な

減少が認められ、このモデルのもつ可能性

を示すものであった。 

・同様の取り組みは全国の他地域における

急患センターで診療科を問わず展開するこ

とができると考えられ、今回は浜松市の夜

間急患室にこれを導入開始した。その方法

論と評価指標の確立を目標として、抗菌薬

集計ソフトの開発を進めてきたが、OASCIS

を用いて急患センターにおけるモニタリン

グも可能であることが分かり、今後はその

使用方法について検証を続けることが可能

と考えられた。 

 抗菌薬処方の制限が、耐性菌出現に与え

る影響、あるいは過度の処方抑制による感

染症予後などの主要なアウトカムに与える

影響については今後の課題であると考えら

れた。 

E.結論 

小児の一次診療を軸とした取り組みによ

り、全国レベルで抗菌薬処方の減少が認め

られている。更なる進展の為には小児にか

かわる他の診療科との協働やシステムの開

発、評価指標の開発が必要と考えられた。 

 

Ｆ.健康危険情報 

なし 

 

Ｇ. 研究発表  

別添５参照 
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Ｈ. 知的財産権の出願・登録状況  

1. 特許取得 ：なし  

2. 実用新案登録 ：なし  

3. その他 ：なし  
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厚生労働科学研究費補助金（新興・再興感染症及び予防接種政策推進研究事業） 

令和 4 年度 分担研究報告書 

 

地域における感染症対策に係る地域ネットワークの兵庫モデルの検証と展開 

研究分担者 笠井 正志 (兵庫県立こども病院・感染症内科 部長) 

 

研究要旨  

 我々は地域における薬剤耐性菌対策として、これまで休日・夜間急病センター(以下、急病セ

ンター) での抗菌薬適正使用と乳児健診を通じた市民教育に着目してきた。令和 4 年度は以下

3 点に取り組んだ。1 点目は神戸こども初期急病センターで行ってきた News letter を用いた出

務医師への抗菌薬処方動向のフィードバックおよび感染症情報の共有をより簡素化した。その

後も抗菌薬処方割合は減少が継続し、2023 年は 2%以下を推移した。2 点目は前年度より開始し

た姫路市休日・夜間急病センター耳鼻咽喉科での抗菌薬処方モニタリングを継続した。COVID-

19 の流行により 2020 年以降受診患者数が減少したが、第 3 世代セファロスポリン系薬からア

モキシシリンへの処方選択変化は継続していた。今後は小児耳鼻咽喉科学会と連携して取り組

みの継続及び全国への波及を目指していく。なお、継続的かつ簡易に診断名や抗菌薬処方件数

を集計するデータ抽出ソフトの開発に取り組んだが、急病センターでのデータの取り扱いなど

の問題が発生し、臨床現場での実装が困難であった。3 点目は令和 3 年度に開始した乳児健診

案内を通じた意識調査および市民教育モデルの継続である。2021 年 4 月から神戸市での乳児健

診案内に保護者に対する抗菌薬適正使用に関する意識調査を同封し 2023 年 3 月までに 1038 件

の回答を得た。リーフレット配布期間に案内を受け取った保護者の 53%がリーフレットを認知

しており、リーフレットを配布されていない群と比較し、配布された群で問いの正答割合が改

善していた。兵庫モデルとして一定の成果を残すことができたため、引き続き全国の参考にな

る取り組みを継続していく。 

 

研究協力者 

大竹正悟 (国立感染症研究所 実地疫学研究

センター) 

福田明子 (大阪大学医学部小児科） 

日馬由貴(兵庫県立尼崎総合医療センター 小

児科) 

都築慎也(AMR 臨床リファレンスセンター) 

夏木茜 (兵庫県立こども病院) 

柏坂舞 (兵庫県立こども病院) 

岡田怜 (姫路赤十字病院 小児科) 

神吉直宙 (姫路赤十字病院 小児科) 

久呉真章 (姫路赤十字病院 小児科) 

直井勇人 (岡山大学大学院 医歯薬学総合研

究科 耳鼻咽喉・頭頸部外科) 

橘智靖 (姫路赤十字病院 耳鼻咽喉科) 

深澤元晴 (ふかざわ耳鼻咽喉科クリニック) 

明神翔太（国立成育医療研究センター） 

木村誠 (神戸こども初期急病センター) 

宅見 徹(阪神北広域こども急病センター) 

三品浩基(神戸市こども家庭局) 

遠藤良 (株式会社 Port Bridge) 
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Ａ. 研究目的 

休日・夜間急病センター(以下、急病センタ

ー)には多数の患者が訪れ、単施設で複数の医

師が出務しており、地域の医師会を中心に出

務・運営されていることが多い。このような

背景から、我々は急病センターにおける抗菌

薬処方動向調査と教育的な介入は地域全体に

も波及する可能性があると仮定した。そして、

Antimicrobial Stewardship Program (ASP)の

観点から 2018 年から兵庫県の急病センター2

施設である神戸こども初期急病センター、姫

路市休日・夜間急病センター、における抗菌

薬処方状況モニタリングとフィードバックを

行ってきた。その結果、抗菌薬処方率の低下

および不適切な抗菌薬処方の減少を達成した

[1]。前年度は兵庫県内 3 施設と全国 5 施設の

急病センターを加えた 8 施設の処方動向を調

査し、さらに耳鼻咽喉科における小児への抗

菌薬処方動向も調査を開始した。また、行政

との連携を継続し、乳児健診を通じた市民教

育のモデルに取り組んだ。令和 4 年度は上記

取り組みをより簡素化とするなど継続性を意

識した。 

 

Ｂ. 研究方法 

①神戸市の急病センターにおける News 

letter 簡素化による影響 

 神戸市の急病センターでは以下の順序で月

1 回発行する News letter を簡素化した。①

詳細期：2020 年 6 月までは処方動向に加え、

各疾患に推奨される抗菌薬などを詳細に説明

した。②簡略化第 1 期：2020 年 7 月から 2022

年 5 月までは推奨抗菌薬などの情報は省略し、

抗菌薬処方割合および抗菌薬別に適正使用さ

れた処方割合の年次推移を表示した。③簡略

化第 2 期：2022 年 6 月以降は上記年次推移の

掲載も中止し、当該月の受診者数、処方件数

(全抗菌薬、アモキシシリン(AMPC)、セファレ

キシン(CEX)、クラリスロマイシン(CAM))のみ

を掲載した。その中で、受診者数、抗菌薬処方

件数、抗菌薬別適正処方割合の推移を評価し

た。抗菌薬の適正性については、急病センタ

ーに勤める薬剤師 1 名と、小児感染症医 2 名

を含む小児科医 5 名で月 1 回ミーティングを

行い、患者の処方割合および電子診療録の記

載から評価した。 

②姫路市の急病センター耳鼻咽喉科における

過去 7 年間の抗菌薬処方動向調査 (2015-

2021 年) 

 令和 3 年度に開始した姫路市の急病センタ

ー耳鼻咽喉科の抗菌薬処方動向の調査を継続

した。2015 年 1 月から 2021 年 12 月までの 7

年間に急病センター耳鼻咽喉科を受診した 15

歳以下の患者に対する抗菌薬処方動向につい

て医療事務システムを利用して抽出した。調

査項目は全抗菌薬処方率、1000 患者あたりの

各抗菌薬処方件数、疾患別 1000 患者あたりの

第 3 世代セファロスポリン系抗菌薬の処方件

数である。 

③乳児健診の受診案内を利用した神戸市民の

耐性菌および抗菌薬適正使用に関する意識調

査・市民教育の効果 

持続的、包括的な意識調査および市民教育

に取り組める点から私たちは令和 3 年度より

乳児健診に注目した。2021年 4 月から神戸市

の乳児健診案内に抗菌薬適正使用に関する意

識調査用紙(1 歳 6 か月健診)、抗菌薬適正使

用のリーフレット(4 か月健診、9 か月健診)を

同封した (図 1)。主な調査項目は児の性別や

これまで受けた健診の種類、リーフレットを

認知しているかどうか、に加え抗菌薬適正使

用に関する以下の問いを記載した。 
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①1 歳 6 か月までに抗菌薬を処方されたか 

②1 歳 6 か月までに抗菌薬処方を希望したか 

③抗生物質は細菌を減らすか 

④抗生物質はウイルスを減らすか 

⑤抗生物質は風邪やインフルエンザを治すか 

⑥耐性菌という言葉を知っているか 

⑦一度抗生物質を飲み始めたらいつやめるか 

上記の問いへの回答を(1)リーフレットを

受け取る前に意識調査に回答した群 (2021年

4 月～2021 年 12 月に回答, 未配布群)、(2)9

か月健診のリーフレットのみ送付されたのち

に意識調査に回答した群 (2022 年 1 月～5 月

に回答, 9 か月配布群)、(3)4 か月健診、9 か

月健診の 2 種類が送付されたのちに意識調査

に回答した群 (2022 年 6 月～2023 年 3 月に

回答, 4 か月・9 か月配布群)に分類して正答

割合を比較した。 

Ｃ．結果 

①神戸市の急病センターにおける News 

letter 簡素化による影響を調査 

 ①図 1 に示す通り、News letter の発行状

況が変化する中で抗菌薬処方割合は経時的に

低下した。2022 年 7 月頃から受診患者数が

増加したが抗菌薬処方割合は減少傾向が継続

した。適正処方の割合について、CEX は高い

値で推移したが、AMPC は 30%前後を推移し、

CAM はばらつきが大きかった。全抗菌薬につ

いては 30-70%の間を推移し、約 50%程度に至

った(図 2)。表 1 に示す通り News letter の

発行内容の期間別で分類したところ全抗菌薬

および CAM の適正処方割合が経時的に低下し

た。 

②姫路市の急病センター耳鼻咽喉科における

過去 7 年間の抗菌薬処方動向調査 (2015-

2021 年) 

 7 年間の受診患者数は 6130 人で、抗菌薬処

方率は 55-65%程度を推移した。2020 年、2021

年は受診者数が減少していた(図 3)。1,000 患

者あたりの処方件数は第 3 世代セファロスポ

リン系抗菌薬が 442 から 156、カルバペネム

系抗菌薬が 60 から 12 へ減少し、アモキシシ

リンが 128 から 369 へ増加した。その他、キ

ノロン系抗菌薬やマクロライド系抗菌薬の処

方件数も減少した(図 4)。疾患別 1000 患者あ

たりの経口第 3 世代セファロスポリン系薬の

処方件数については急性中耳炎が 573 から

186、急性気道感染症は 389 から 188 へ減少

した。急性気道感染症については 2021 年か

ら 2022 年にかけて増加したが、実処方件数

は 6 件と少なかった(図 5)。これらの結果につ

いては令和 3 年度に実施した出務医師への質

問紙票調査の結果と併せて郵送によりフィー

ドバックした。 

③乳児健診の受診案内を利用した神戸市民の

耐性菌および抗菌薬適正使用に関する意識調

査・市民教育 

 2021 年 4 月〜2023 年 3 月で 1083 件の回答

を得た(回収率約 5%)。1 歳 6 か月まで抗菌薬

を処方されたと全体の 61.7%が回答し、6.7%が

医師に抗菌薬処方を希望したことがあると答

えた。また、リーフレットを配布された保護

者が 1 歳 6 か月の健診案内を受け取り始める

2022 年 1 月以降の回答結果から 53.3%の保護

者がリーフレットを認知していたことがわか

った。抗菌薬適正使用に関する 3 群の回答結

果を図 7 に示した。「抗生物質はウイルスを

減らすか」「抗生物質は風邪やインフルエンザ

を治すか」「耐性菌という言葉を知っているか」

という問いについては、リーフレットを配布

された群の正答割合が高かった。一方で「抗

生物質は細菌を減らすか」という問いについ

ては逆に正答割合が低下していた。 
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Ｄ. 考察 

本研究を通して示唆された点が 3 つある。 

1 点目は、ASP の取り組みがある程度進んだ

急病センターでは、それまでの取り組みを簡

略化しても抗菌薬の処方割合は減少が継続す

ることである。一方で、推奨抗菌薬の記載な

どを省略したためか、全抗菌薬 (特に CAM) に

おいて適正処方割合が減少し、疾患毎の適切

な処方については継続的な情報共有が必要で

あると考えられた。また、神戸市の急病セン

ターでは最終的に抗菌薬処方割合は 1%前後に

至ったが、今後は抗菌薬処方件数が不適切に

減少していないかなどの評価も必要である。 

2 点目は、前年度と同様に小児科以外の診

療科の抗菌薬適正使用に取り組む必要がある

点である。我々の研究班は National Database

を利用して 15 歳以下の患者に対する外来抗

菌薬処方に関して、小児科と比較し耳鼻咽喉

科や皮膚科の処方が多いことを報告している

[2]。本研究において、姫路市の急病センター

耳鼻咽喉科では 1000 患者あたりの第 3 世代

セファロスポリン系薬処方件数の減少傾向が

継続しただけでなく、カルバペネム系抗菌薬

やキノロン系抗菌薬、マクロライド系抗菌薬

の処方件数も減少した。また、前年度に行な

った出務医師に向けた質問紙票調査から AMR

対策に係るガイドラインや抗微生物薬適正使

用の手引きの効果が推測された。本研究の成

果を耳鼻咽喉科医師に向けて報告したことで、

今後は小児耳鼻咽喉科学会と連携して取り組

みを継続していくことが決定している。さら

に皮膚科や産婦人科などにおける小児に対す

る抗菌薬処方状況も調査を試みる。なお、我々

は持続的かつ簡易に抗菌薬処方動向を調査す

るためにレセプトデータを用いたデータ抽出

ソフトの開発に取り組んだ。しかし、①小児

外来診療料などの加算を請求している、かつ

②院内処方を実施している場合、6 歳未満の

抗菌薬処方状況がレセプトデータから抽出で

きないことが判明し、本邦に所在する多くの

急病センターの特徴であることも踏まえ実臨

床では実装が困難と判断した。今後は AMR 臨

床リファレンスセンターが主体となり開発し

た OASCIS (診療所における抗菌薬適正使用支

援システム)[3]を急病センターで活用する手

法を検討していく予定である。 

3 点目は、乳児健診案内への抗菌薬適正使

用に関するリーフレット同封は保護者への情

報共有として有用だが、顕著な効果は望めな

い可能性がある。非リーフレット群と比較し

て 4 か月・9 か月配布群の正答割合が増加し

た問いが多かったが、変化は顕著ではなく、

逆に正答割合が低下した問いもあった。本研

究では調査に Google form を用いたが、回収

率が約 5%と「より抗菌薬適正使用に関心のあ

る保護者」が回答した可能性があり、全体の

正答割合も既報[4]と比較して明らかに高か

った。したがって選択バイアスの影響により

リーフレットの効果が顕著に現れなかった可

能性があると考えた。 

 

E.結論 

 小児に対する抗菌薬処方量は経時的に低下

しており、また小児科以外の診療科において

も小児に対する抗菌薬適正使用が進んでいる

可能性が示唆された。また、乳児健診案内を

利用した市民教育も一定の効果があった。 

今後はこれらの兵庫モデルを全国に波及し

ていくことに加え、他診療科医師、薬剤師、看

護師など多職種との連携を進めながら持続性

のある取り組みを継続していきたい。 
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Ｆ. 研究発表  

1.論文発表：  

・ Shishido A, Otake S, Kimura M, 

Tsuzuki S, Fukuda A, Ishida A, Kasai M, 

Kusama Y. Effects of a nudge-based 

antimicrobial stewardship program in a 

pediatric primary emergency medical 

center. Eur J Pediatr. 2021;135:33–9. 

・Fukuda A, Otake S, Kimura M, Natsuki 

A, Ishida A, Kasai M. Trend of oral 

antimicrobial use after removal of 

broad-spectrum antimicrobials from the 

formulary at a pediatric primary 

emergency medical center. J Infect 

Chemother. 2023;29:502-507. 

・大竹正悟, 笠井正志, 宮入烈：小児におけ

る薬剤耐性菌対策と抗菌薬適正使用(日本小

児感染症学会推薦総説), 日本小児科学会雑

誌:2021;125(4):569-578 

・大竹正悟, 明神翔太, 宮入烈, 笠井正志: 

全国の休日・夜間急患センターの抗菌薬適正

使用の関心と取り組み. 小児科.2022; 

63:787-793. 

・笠井正志：「わかりえない」から始める耳

鼻咽喉科医と小児科医のコラボレーション.

小児耳鼻咽喉科. 2022;43:286-290 

・岡田怜、大竹正悟、笠井正志、直井勇人、

橘智靖：地域の一次急患センター小児耳鼻咽

喉科での抗菌薬処方の変化.小児耳鼻咽喉科. 

2022;43:313-318 

 

2.学会発表： 

・Otake S, Kusama Y, Tsuzuki S, Kimura 

M, Kasai M: Comparing The Effects Of 

Facility-Specific Guideline And Nudge-

Based Antimicrobial Stewardship At 

Pediatric Primary Emergency Medical 

Centers In Japan, 2022 May.The 40th 

Annual Meeting of the European Society 

for Paediatric Infectious Diseases 

・大竹正悟、日馬由貴、都築慎也、木村誠、

石田明人、福田明子、夏木茜、明神翔太、岡

田怜、神吉直宙、根津麻里、宅見徹、笠井正

志：複数の急病センターにおける経口第 3 世

代セフェム系薬処方に対する抗菌薬適正使用

プログラム効果の比較, 2022 年 4 月 15 日 

第 125 回日本小児科学会総会・学術集会 

・大竹正悟、夏木茜、木村誠、石田明人、岡

田怜、神吉直宙、根津麻里、宅見徹、成瀬裕

紀、山田健太、荘司貴代、大西智子、武山雅

博、越智史博、笠井正志：全国 8 カ所の休

日・夜間急病センターにおける抗菌薬使用状

況の多施設比較調査, 2022年 4 月 15 日 第

125 回日本小児科学会総会・学術集会 

・岡田怜、直井勇人、橘智靖、久呉真章、深

澤元晴、大竹正悟、笠井正志：休日・夜間急

病センター耳鼻咽喉科における小児経口抗菌

薬の処方動向, 2022 年 4月 15 日 第 125 回

日本小児科学会総会・学術集会 

・夏木茜、大竹正悟、木村誠、福田明子、石

田明人、笠井正志：急患センターにおける経

口広域抗菌薬採用中止から見えた狭域抗菌薬

適正使用の課題, 2022 年 4月 15 日 第 125

回日本小児科学会総会・学術集会 

・柏坂舞、大竹正悟、日馬由貴、都築慎也、

三品浩基、笠井正志：乳幼児健診を通じて行

政とともに取り組む抗菌薬適正使用, 2022

年 4 月 15 日 第 125 回日本小児科学会総会・

学術集会 

・大竹正悟、岡田怜、直井勇人、橘智靖、久

呉真章、深澤元晴、笠井正志：休日・夜間急

病センター耳鼻咽喉科における小児への経口
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抗菌薬処方動向 7 年間の推移, 2022 年 11 月

5 日 第 54 回 日本小児感染症学会・学術集

会 

 

Ｇ. 知的財産権の出願・登録状況  

1. 特許取得 ：なし  

2. 実用新案登録 ：なし  

3. その他 ：なし  

 

図 1. 4 か月および 9 か月健診時に配布した

抗菌薬適正使用に関するリーフレット 

 

 

図 2. 神戸市急病センターにおける News 

letter 簡易化の推移と受診患者数、抗菌薬処

方割合の推移(2020 年 4 月〜2023 年 2 月) 

 

図 3. 神戸市急病センターにおける News 

letter簡易化の推移と抗菌薬種類別適正処方

の割合推移 (2020 年 4 月〜2023 年 2 月) 

 

 

表 1. 期間毎の抗菌薬処方割合および抗菌薬

別適正処方割合の比較 

 

図 4. 姫路市急病センター耳鼻咽喉科におけ

る過去 7 年間の受診患者数および抗菌薬処方

割合推移(2015〜2021 年) 
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図 5. 姫路市急病センター耳鼻咽喉科におけ

る 1000 患者あたりの経口抗菌薬処方件数

(2015〜2021 年) 

 

 

図 6. 姫路急病センター耳鼻咽喉科における

疾患別 1000 患者あたりの第 3 世代セファロ

スポリン系経口抗菌薬処方件数(2015〜2021

年) 

 

 

図 7. 神戸市乳児健診に同封された質問紙票

調査へ回答した期間別回答結果 (2021年 4月

～2023 年 3 月, n=1038) 
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厚生労働科学研究費補助金（新興・再興感染症及び予防接種政策推進研究事業） 

令和 4年度 分担研究報告書 

小児抗菌薬適正使用支援加算および抗菌薬適正使用支援加算が 

抗菌薬処方に与えた影響に関する検討 

研究分担者 宇田 和宏 （岡山大学病院 小児科） 

 

研究要旨 

薬剤耐性菌対策は喫緊の課題であり、日本政府は薬剤耐性(AMR, antimicrobial resistance)対策ア

クションプランで抗菌薬の削減目標を掲げた。2018 年 4 月からは政策として外来の 3 歳未満の

小児患者に対して「小児抗菌薬適正使用支援加算（以下、P- ASP 加算）」が開始された。また、

入院患者に対して感染対策防止加算（加算１：IPC-1）に付け加わる形で 2018 年から「抗菌薬適

正使用支援加算（以下、H- ASP 加算）」も開始となった。P- ASP 加算についてレセプト情報・特

定健診等情報データベース（NDB）を用いて、H-ASP 加算について、DPC（Diagnosis Procedure 

Combination）データベースを用いて評価を行った。 

P- ASP 加算については、NDB より感染症関連病名で受診した 1 歳未満の患者群を抽出し、P- 

ASP加算の導入頻度を調査した。また、3 年間の推移を追い、P- ASP 加算の導入群と非導入群に

分けて、抗菌薬処方、鎮咳去痰薬の処方、入院率、時間外受診の変化を検討した。P-ASP 加算の

導入前後で、抗菌薬処方は 17.8%（228.6 DOTs/1000 cases）の減少が見られた。また、鎮咳去痰

薬や抗ヒスタミン薬といった対症療薬についても減少が認められた。一方で、入院率、時間外受

診については増加しなかった。P-ASP 加算は比較的安全に抗菌薬適正使用を推進する政策とな

りうることが示唆された。 

H-ASP 加算については、2011 年から 2018 年の全年齢の患者を対象とし、IPC-1 のみの病院 51

病院と IPC-1 に H- ASP 加算を導入した 421 病院において、H-ASP 加算の効果を評価した。H-

ASP加算導入の全抗菌薬処方、広域抗菌薬処方の減少効果は認めなかった。H-ASP 加算は P-ASP

加算と比較すると医師の処方行動への影響は乏しいことが示唆された。 

 

研究協力者 

大久保祐輔（国立成育医療研究センター臨床

疫学・ヘルスサービス研究室) 

森崎菜穂（国立成育医療研究センター社会医

学研究部） 

岩元典子（国立国際医療研究センター総合感

染症科） 

宮入烈（国立大学法人浜松医科大学小児科） 

 

 

Ａ. 研究目的 

薬剤耐性菌対策は喫緊の課題であり、日本政

府は、 2016 年 4 月に薬剤耐性 (AMR, 

antimicrobial resistance)対策アクションプラン

を発表した[1]。枠組みの一つとして、医療機

関における抗微生物薬使用量の動向の把握を

掲げ、その中で成果指標として、内服抗菌薬

使用量の半減を数値目標としている。これま

での本邦の大規模調査において内服抗菌薬処

方が多いことが明らかになり、AMR対策にお
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いて重要なターゲットであると考えられてい

る[2]。当研究班では AMR 対策を推進するた

め、本邦における小児の内服抗菌薬使用実態

を調査してきた。内服抗菌薬は、乳幼児期（1-

5 歳）に多く、抗菌薬の種類としては第三世代

セファロスポリン系、マクロライド系抗菌薬

が多いこと、また処方される疾患名は気道感

染症が多いことを明らかにしてきた[3.4]。 

2018 年 4 月からは政策として「小児抗菌薬

適正使用支援加算（以下、P-ASP 加算）」が開

始された。また、2012 年からの感染対策防止

加算（加算 1：IPC-1）に付け加わる形で 2018

年に「抗菌薬適正使用支援加算（以下、H- ASP

加算）」が開始となった。これらの加算が導入

された頻度、抗菌薬処方に与える影響を検討

した報告は乏しく［5］、加算の導入頻度や効

果を検討することを目的として研究を実施し

た。 

Ｂ. 研究方法 

1）患者対象と研究期間 

a) P-ASP 加算 

感染関連病名で受診した患者のうち 2016年 4

月に 1 歳未満であった患者を抽出し、2016 年

4月から 2019年 3月までの期間を追跡調査し

た。 

b) H-ASP 加算 

感染関連病名で入院中の 2011 年から 2018 年

の全年齢の患者を対象とした。 

2）データベース 

レセプト情報・特定健診等情報データベース

（NDB）［6］の調剤レセプトから下記の項

目を抽出した。 

3）データの抽出項目 

a) P-ASP 加算 

性別、年齢、処方年月日、処方医療機関の所在

する都道府県、抗菌薬処方、薬剤処方（鎮咳去

痰薬）感染症関連受診、入院、時間外受診 

b) H-ASP 加算 

性別、年齢、感染症関連病名（呼吸器・尿路・

消化管・胆道感染症等）、抗菌薬処方（全抗菌

薬、広域抗菌薬、カルバペネム系抗菌薬）、死

亡率 

4) 感染症関連病名の抽出 

International Classification of Diseases, Tenth 

Revision code (ICD-10 code)を用いて抽出し

Clinical Classification Software (CCS) コードで

分類した。 

5）抗菌薬の抽出項目、分類 

抗菌薬は、WHO の定めた医薬品分類である

ATC 分類の J01 に該当する項目から抗菌薬を

抽出した。 

6) 抗菌薬の使用密度 

抗菌薬処方日数（Days of therapy：DOTs）を用

いて算出した。外来患者が対象の P-ASP 加算

の評価では、抗菌薬処方は、DOTs / 1000 cases

（DOTs を感染症病名での受診者数で除した

もの）で評価した。入院患者が対象の H-ASP

加算の評価では、DOTs / 100 patient days で評

価した。 

7）統計学的解析 

P-ASP 加算の有無での比較には、propensity-

score（PS）を用いてマッチさせ、difference-in-

differences (DID) analyses を用いた。 

H-ASP 加算の評価では、加算導入前後での

DOTs/100PD について、分割時系列解析

（Interrupted time series analysis）を用いた。 

統計ソフトは Stata software version 16.1 

(StataCorp LP, TX, USA).を用いた。 

8）倫理的配慮 

国立成育医療研究センターの倫理委員会で承

認を得た。（受付番号：1491） 
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Ｃ．結果 

a) P-ASP 加算 

10,180 件の医療施設で 553,128 の 1 歳未満の

小児が抽出された。そのうち 2,959（29%）の

施設で ASP 加算を導入していた。都道府県別

の ASP加算の導入頻度を図 1 に示した。導入

頻度は 4.8～45.5%と幅があった。 

ASP 加算群では、抗菌薬投与が 228.6 

DOTs/1000 cases （95%CI, -272.4 to -184.9）

減少していた（図 2）。また、呼吸器症状に対

する処方薬は 256.9 DOTs/1000 cases（95%CI, 

-379.3 to -134.5）減少し、抗ヒスタミン薬処方

も 198.5 DOTs/1000 cases（95%CI, 282.1 to -

114.9）減少した。一方、時間外受診（-4.43 

events/1000 cases; 95%CI, -12.8 to 3.97）や、入

院率（-0.08 events/1000 cases; 95%CI, -0.48 to 

0.31)）の増加は認めなかった（図 3）。 

b) H-ASP 加算 

472病院の 3,057,517 患者が抽出された。

IPC-1 のみの 51 病院、IPC-1 に加え H-ASP

加算を導入していた 421 病院について抗菌薬

処方量（DOT/100PD）比較した。検討期間中

には 8 年間で全抗菌薬は 8.6%の減少が認め

られたが、全抗菌薬処方（図 4）、カルバペ

ネム系抗菌薬処方（図 5）、広域抗菌薬（セ

フェピム、ピペラシリン/タゾバクタム、キ

ノロン等）（図 6）についても H-ASP 加算導

入による減量効果は認めなかった。 

 Ｄ. 考察 

2018年 4月に開始された P-ASP 加算は、今

回の研究対象期間では導入施設は約 30%にと

どまっていた。ASP 加算の導入頻度は、東北

地方や中国地方でやや低い傾向が見られた。

地域のばらつきの理由については不明である

が、今後も全国的な抗菌薬適正使用の啓発が

望まれる。また、P-ASP加算群では、抗菌薬

処方頻度は減少していた。 Murakiらの報告

では NDB の 5%をカバーする IQVIA のデー

タベースを用いた研究で ASP 加算により抗

菌薬処方頻度が減少したと報告しており［5］、

本検討でも同様の傾向が見られていた。英国

での調査では、保護者の希望が抗菌薬や感冒

薬の処方へ与える影響が報告されており［7］、

抗菌薬を処方しない代わりに別の薬剤を処方

する傾向がみられないか懸念されたが、鎮咳

去痰薬や抗ヒスタミン薬（いわゆる感冒薬）

の処方は増加せず、むしろ軽度の減少がみら

れた。さらに、政策の安全性評価のための項

目として、入院率や時間外受診についても評

価したが、共に ASP 加算群の影響により増加

はみられず、政策の安全性が示唆された。既

報［6］では他の薬剤、入院率、時間外受診な

どは評価できていないため、P-ASP加算の意

義は大きいと考えられた。本検討では、限定

した年齢の患者群で追跡を行ったが、加算の

導入が、研究対象外の患者群にどの程度影響

を与えたのかについては明らかにできていな

い。また、2020年より 6歳未満に対象年齢が

引き上げられているが、本検討では研究期間

の対象外である。引き続き検討が必要と考え

る。 

一方、H-ASP 加算の導入効果については、

加算の有無で全抗菌薬処方、広域抗菌薬処方、

カルバペネム系抗菌薬への影響は乏しい結果

であった。H-ASP加算は中規模以上の病院を

対象とした介入ではあるが、感染管理および

抗菌薬適正使用の枠組みを整える意味で重要

である一方で、抗菌薬の減少効果については

限定的であった。これは P-ASP加算と比較す

ると、医師の行動変容に対する加算での抗菌

薬減少効果と対照的な結果であった。今後は

枠組みの整備に追加する形で、医師の行動変
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容に寄与するような政策の導入も選択肢とな

ることが示唆された。 

E.結論 

P-ASP 加算は入院率、時間外受診を増加さ

せることなく、安全に抗菌薬処方の減少に寄

与した一方で、H-ASP加算は、抗菌薬処方の

減少には寄与しなかった。 

 

Ｆ. 研究発表  

1.論文発表： 

1) Yusuke Okubo, Kazuhiro Uda, Noriko 

Kinoshita, Isao Miyairi, et al. The 

consequence of financial incentives for not 

prescribing antibiotics: a Japan's 

nationwide quasi-experiment. International 

Journal of Epidemiology. 2022 Oct 

13;51(5):1645-1655. 

2) Yusuke Okubo, Kazuhiro Uda,  Isao 

Miyairi, et al.  Financial incentives for 

infection prevention and antimicrobial 

stewardship to reduce antibiotic use: 

Japan's nationwide observational study. J 

Hosp Infect. 2023 Jan;131:89-98. 

 

2.学会発表：なし 

 

Ｇ. 知的財産権の出願・登録状況  

1. 特許取得 ：なし  

2. 実用新案登録 ：なし  

3. その他 ：なし  

 

 

図 1. 2016－2019年の小児抗菌薬適正使用支

援加算の導入頻度（都道府県別） 

 

 

図 2. 小児抗菌薬適正使用支援加算の導入前

後での抗菌薬処方の推移 

（橙色：加算導入群、黒色：対象群） 

 

図 3：P-ASP加算による抗菌薬、広域抗菌薬、

鎮咳去痰薬、抗ヒスタミン薬の処方、時間外

受診、入院、医療費への影響 
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図４. 全抗菌薬使用量の推移 

（橙色：H-ASP加算導入群、黒色：対象群） 

 

図 5.カルバペネム系抗菌薬使用量の推移 

（橙色：H-ASP加算導入群、黒色：対象群） 

 

図 6. 広域抗菌薬使用量の推移 

（橙色：H-ASP加算導入群、黒色：対象群） 
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休日夜間急患センターにおける抗菌薬処方状況集計ツールの開発 

 

研究分担者 氏名 

宮入 烈  国立成育医療研究センター 感染症科 

笠井 正志 兵庫県立こども病院 感染症内科 

 

研究協力者 氏名 

明神 翔太 国立成育医療研究センター 感染症科 

遠藤 良 Portbridge 株式会社 

 

研究要旨  

全国の休日夜間急患センターにおける抗菌薬適正使用を進めるにあたり、各施設内での

処方状況の集計をいかに効率良く、正確に行うことができるかが重要である。本分担研究

では休日夜間急患センターにおける抗菌薬の処方状況を簡易かつ正確に集計することが

できるように、各施設が保有するレセプトコンピューターから出力される医科レセプト

データを解析し、任意の方法で集計結果を表示することができるソフトウェアの開発を

行なった。昨年度までにベータ版の作成が完了し、今年度は実際の生データを用いてのテ

ストを経て、実際の現場で運用を開始した。 

Ａ．研究目的 

薬剤耐性菌対策は喫緊の課題であり、対策

を講じる必要がある。日本政府は、2016 年

4 月 に 薬 剤 耐 性 (AMR, antimicrobial 

resistance)対策アクションプランを発表し

た。本邦における抗菌薬処方量の約 90％は

内服抗菌薬とされているが、処方の主体で

ある地域の一次医療機関における経口抗菌

薬適正使用などの AMR 対策に関連する国

内外の研究は未だ少ない。 

これまで我々は、地域における感染対策を

推進するため抗菌薬適正使用と感染対策に

重点を置き、ナショナルデータベース

（NDB）を利用しての疫学研究を行なった。

東京多摩地区・世田谷地区・兵庫地区をモデ

ル地区に設定し、それぞれの地域内でネッ

トワークを形成しモデル地域で AMR 対策

を推進するための手順を確立してきた。そ

の中で、我が国の現行の医療制度下でプラ

イマリケアの場においては、休日夜間急患

センター（急患センター）やクリニックを中

心に抗菌薬処方状況のモニタリングとフィ

ードバックを行うことが地域における

AMR 対策を推進するにあたり最も効率的

で効果的であると結論付けた。 

 本研究班ではこのような急患センターに

おける取り組みを全国の複数地域に展開し

ていくことを検討し、準備を進めてきた。こ

の際に抗菌薬処方状況の集計をいかに効率

良く、正確に行うことができるかが重要で
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ある。本分担研究の目的は、一次医療機関に

おける抗菌薬をはじめとした薬剤処方状況

を簡易に集計し、プライマリケア従事者に

効果的にフィードバックするためのシステ

ムを開発すること、開発したシステムを実

際の現場で運用することとした。 

 

Ｂ．研究方法 

 B-1. ソフトウェアの開発 

医療機関においては診療報酬請求のため

のレセプトコンピューター(レセコン）が存

在し、病名や処方等の診療内容を入力する

ことで保険料を保険者に請求することがで

きる。我々は研究協力医療機関が保有する

レセコンから出力されるレセプトデータを

解析し、抗菌薬処方状況を簡易に集計する

ためのソフトウェア開発した。 

 

ほとんどの急患センターは調剤薬局が開

いていない時間帯での診療が主となるため、

診療と調剤が同一施設内で行われるという

性質がある。このため取り扱うレセプトデ

ータは病名や医薬品に関するデータを包含

する医科レセプトとした。 

 

ソフトウェアにはデータインポーター、ク

ラウドデータベースへの保存、Web データ

ビューワーの 3 点の機能を搭載した。詳細

に関しては、前年度の分担研究報告書で詳

細を報告している。 

 

システムの開発に際しては、社会保険診療

報酬支払基金が公開する「レセプト電算処

理システム 電子レセプトの作成手引き -

医科-」1 に記載のレセプトデータ記録条件

仕様を参照した。また、抗菌薬の分類に際し

て は WHO が 提 唱 す る ATC 分 類

（ Anatomical Therapeutic Chemical 

Classification System）2に基づき、医科レセ

プト内に記録されている抗菌薬名は AMR

臨床リファレンスセンターが公開している

抗菌薬マスター3 をもとに商品名と一般名

の紐づけを行なった。表 1 に記載の内容を

必須集計項目とした。 

 

B-2. ソフトウェアの運用 

 完成したソフトウェアを用いて協力クリ

ニックにおける抗菌薬処方状況を解析した。

10 施設の協力を得て、3 ヶ月分の医科レセ

プトを抽出し、B-3 記載の方法にて匿名化

を施し、ウェブアプリケーション上にデー

タをアップロードした。全体傾向のグラフ

化までは実装することができた。工程とし

ては、医科レセプトの匿名化とデータビュ

ーワーへのアップロード、ビュワーの閲覧

の工程が抗菌薬処方状況を簡易に集計する

目的に寄与するかどうかが論点であった。

この点に関しては 10 施設のうち、9 施設が

問題なく低い労力で対応できたことから一

定の効果があったと言える。 

 

B-3. OASCIS との連携 

OASCIS が提供する匿名化ツールによって

匿名化された UKE ファイルを本ソフトウ

ェア上にアップロードするための連携・実

装を行った。複数施設において、OASCIS 匿

名化ツールを用いて匿名化した UKE ファ

イルを本ソフトウェアにアップロードした

ところ、データを集計しグラフ表示化する

ことが確認できた。このため、「OASCIS 匿

名化ツール」の単体運用が有効であること

が検証された。

表 1. 必須集計項目 

全受診患者数 

全抗菌薬処方件数・割合 
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抗菌薬別処方件数・割合 

第 3 世代セファロスポリン系抗菌薬処方件数・割合 

アモキシシリン抗菌薬処方件数・アモキシシリンインデックス 

期間内全患者のレセプト病名 
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Ｃ．研究結果 

 C-1. ソフトウェアの開発 

 令和 3 年度までに抗菌薬処方状況簡易集

計ソフトウェアの運用テストを行い、以下

の機能を持つアプリケーションをそれぞれ

開発した。本ソフトウェアを使用すると、

データのインプットから集計結果のアウト

プットを一連の流れで行うことができる。 

 

C-1-1. ログイン 

あらかじめ事務局側で登録したメールア

ドレス保有者に対して認証コードを発行す

る（図１、図２）。認証コードを入力するこ

とでシステムにログインができる 

 

 

C-1-2. CSV アップローダー 

Windows OS/ブラウザ上で動作する CSV

コンバート（変換）ソフトウェアを開発し

た（図 3）。レセコンから出力した CSV は施

設側で整形せずにアップロード可能とした。 

 

C-1-3. Web ブラウザ抗菌薬集計アプリケ

ーション 

集計結果をグラフで表示する（図 4）。必須

集計項目の表示項目やグラフの形式は図 5

〜8 のように開発途中である。現在はそれ

ぞれの項目に対して対象日の集計結果の表

示を行うのみとしているが、今後は任意の

まとまった期間（1 週間ごと・1 ヶ月ごとな

ど）での集計結果を表示し、その推移を簡

易に比較できる。 

 

図１. 

 
 

図２. 
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図 3.  

 

 

図 4.  

 

 

必須集計項目 

図 5. 全受診患者数 
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図 6. 全抗菌薬処方件数・割合 

 

 

 

図 7. 第 3 世代セファロスポリン系抗菌薬処方件数・割合 
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図 8. アモキシシリン抗菌薬処方件数・アモキシシリンインデックス 

 

 

C-2. ソフトウェアの運用と改修 

1. ログイン機能の拡張 

 今年度は協力施設の協力を得て、ソ

フトウェアの機能実証を行った。 

うち一施設より、メールアドレスとワ

ンタイムパスワードを用いたログイン

の実行ができない旨のフィードバック

があったため、一意のパスワードによ

る認証機能を実装した（図 9）。 

 

（図 9） 

 

施設担当者ごとでソフトウェア操作

の習熟度が異なることが評価できたこ

とは有意義であった。ワンタイムパス

ワードの方がセキュリティの観点では

より強力であるが、一意のパスワード

入力と比較して相対的に高い習熟度を

必要とする。今後、共通ソフトウェアを

配布していくにあたっては最も操作上

の障壁が少ないデザインを行うべきで

ある。 

 

2. 管理者画面の再設計 

 研究班（ソフトウェア管理者）用の画

面を設計・実装した（図 10）。 

 共通のデータフォーマットで、各協力

施設ごとに集計データを出力して確認

することができる。昨年度までは管理者

画面を個別に用意する想定ではなかっ

たが、研究用途が変化した（本ソフトウ

ェアについて、昨年度までは全体の傾向

の抽出が主たる用途であったが、今年度

では各協力施設個別の傾向を把握し、フ

ィードバックすることが主たる用途と

なった）ために追加の設計が生じた。 

 また、最重要指標として「抗菌薬処方

率」の表示方法を変更した。グラフにカ

ーソルを合わせると、青字の箇所にも表
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記されるとともに分子と分母の数が表

示される（図 11）。これらは、研究班か

らのフィードバックに基づいて改修を

行ったものである。 

 

また、凡例（医薬品分類）データベース

を更新し、抗菌薬として処方されたもの

についてより詳細に医薬品名が表示され

る変更を行なった（図 12）。研究班より

「施設やクリニックごとの処方傾向をよ

り詳細に知る」ことに寄与するものとし

て改修案がでたことによる。なお、データ

ベースは AMRCRC が公表する「抗菌薬

マスター（2023.3.28 更新）」を参照して

いる。 

 

個別施設へのフィードバック 

個別施設に対して抗菌薬処方率をフィー

ドバックするために、平均値の表示を行う

改修を施した（図 13）。緑のドットが全体

平均である。この図例では、対象施設が全

施設の平均よりも高い抗菌薬処方率で推

移していることがわかる。 

 

アプリケーションに求める機能としては

現場や研究班からのフィードバックに基づ

いて、データインポーター・データビュワ

ー・クラウドサービスとしては実用に耐え

得る改修を行うことができた。しかしなが

ら、特定の施設のデータ異常値が見られる

など匿名化データ（ないしはレセコンでの

データ保持）について規格化されていない

ため実態と乖離している可能性を残した。

データ集計、グラフ化の運用の中でエラー

を検知し、元データの集計方法やシステム

に対して継続的にフィードバックを行なっ

ていくことが望ましい。

 

（図 10） 
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（図 11） 

 

（図 12） 
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（図 13） 

 

 

Ｄ．考察 

 全国の急患センターにおける抗菌薬処方

状況をモニタリングすることで抗菌薬適正

使用を効率的に進めることができると考え

られる。その際に実際の処方状況をリアル

タイムに正確かつ効率的に把握できること

が重要である。本分担研究では急患センタ

ーが保有するレセコンから出力される医科

レセプトを解析して、抗菌薬処方状況を任

意の集計方法で表示することができるソフ

トウェアの開発を行った。 

 実際の開発に際しては、レセコンのメー

カーが施設ごとに異なる中でも保険請求を

行う際のレセプトのフォーマットは共通し

ているという前提のもと、社会保険診療報

酬支払基金が公開している「レセプト電算

処理システム 電子レセプトの作成手引き 

-医科-」1に記載のレセプトデータ記録条件

仕様を参照した。同様に公開されている医

科レセプトのサンプルデータを用いて、表

1 に示したような必須集計項目は簡易に表

示することができるようになった。令和 2

年度はベータ版作成までを目標にしていた

ため、概ね研究計画通りの進捗であった。

令和 3 年度では実際の協力急患センターが

保有するレセコンから出力されるサンプル

データを用いてソフトウェアが稼働するか

どうかを検証した。データの集計は問題な

く行えたものの、集計結果を確認する中で

「包括診療」により 5 歳未満の診療データ

が反映されていないことが確認された。こ

の後、協力施設との調査により「包括診療」

適用している施設においてはレセコンから

容易には「包括診療」の対象となる診療デ

ータが抽出できないことが判明した。電子

カルテから抽出したデータの運用等も検証

した。ソフトウェア側での対応については

問題がないものの、協力施設における電子

カルテの運用状況がレセコンの習熟度以上

にばらつきがあることが複数施設へのヒア

リングからわかったことから保留としてい

る。また、「包括診療」以外の問題としてレ
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セコンからデータを抽出する際の匿名化作

業については医療事務担当者の習熟度およ

びレセコン提供事業者の協力姿勢によって

難易度が異なることもわかった。 

 

Ｅ．結論 

 レセコンから出力される医科レセプトを

解析し、抗菌薬の処方状況を簡易に集計す

ることができるソフトウェアの運用におい

て以下の点をクリアすることが次年度の課

題となる。①医科レセプト匿名化作業方法

の統一化及び簡便化、②「包括診療」適用施

設におけるレセコン提供事業者との連携。 

 さらに、本研究班においては集計結果を

市民や行政関係者に開示することで広範囲

に AMR の啓発普及を行うことも目指して

いる。そこで、次年度では施設における運

用改善を目指すとともにウェブにおけるデ

ータの開示についても運用検証を行いたい

と考えている。 

 

Ｆ．健康危険情報 

  特になし 

 

Ｇ．研究発表 

 １.  論文発表 

    なし 

 ２． 学会発表 

    なし 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

 なし 
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厚生労働科学研究費補助金（新興・再興感染症及び予防接種政策推進研究事業） 

令和 4 年度 分担研究報告書 

 

休日夜間急患センターにおける抗菌薬処方状況集計ツールの実践 

 

研究分担者 氏名 

宮入 烈  国立成育医療研究センター 感染症科 

笠井 正志 兵庫県立こども病院 感染症内科 

 

研究協力者 氏名 

磯部 裕介  東京都立小児総合医療センター 感染症科 

 

研究要旨  

全国の休日夜間急患センターにおける抗菌薬適正使用を進めるにあたり、各施設内での

処方状況の集計をいかに効率良く、正確に行うことができるかが重要である。本分担研究

では休日夜間急患センターにおける抗菌薬の処方状況を簡易かつ正確に集計することが

できるように、各施設が保有するレセプトコンピュータから出力される医科レセプトデ

ータを解析し、任意の方法で集計結果を表示することができるソフトウェアの開発を行

なった。しかし研究期間中に、AMR 臨床リファレンスセンターによる診療所版 J-

SIPHE[診療所における抗菌薬適正使用支援システム OASCIS]の運用が開始されたため

実際に、休日夜間急患センターで運用が可能か検証を行った。OASCIS の運用は休日夜

間急患センターでも大きな問題なく運用可能であった。 

Ａ．研究目的 

休日夜間急患センターは多数の患者が訪れ、

単施設で複数の医師が出務しており、地域の

医師会を中心に出務・運営されていることが

多い。当研究班は急病センターにおける抗菌

薬処方動向調査と教育的な介入は地域全体に

も波及する可能性があると仮説をたて兵庫県

を中心とした活動を全国の複数地域に展開

する準備を進めてきた。一次医療機関にお

ける抗菌薬をはじめとした薬剤処方状況を

簡易に集計し、プライマリケア従事者に効

果的にフィードバックするためのソフトウ

ェアの開発を進めていたが、AMR 臨床リフ

ァレンスセンターが主体となった診療所版

J-SIPHE 「 OASCIS （ Online monitoring 

system for antimicrobial stewardship at 

clinics：診療所における抗菌薬適正使用支

援システム）」が稼働することとなった。本

システムは本研究班と同様の活動が可能で

あった。しかし診療所を対象としたシステ

ムが休日夜間急患センターにおけるデータ

収集を実際に運用可能か検証する必要があ

ると考えた 

 

Ｂ．研究方法 

浜松市夜間救急室に協力を依頼し

OASCIS を運用して抗菌薬処方データを収

集した。収集したデータは初回調査報告と

して施設へ医師を多く派遣している浜松市

医師会へのフィードバックを行うこととし
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た。 

 

Ｃ．研究結果 

浜松市夜間救急室を OASCIS に登録し、

2019 年 7 月から 2022 年 9 月までの UKE

ファイルを匿名化し OASCIS に登録した。

その結果期間内の年齢ごとの受診患者、抗

菌薬処方件数、気道感染症（急性上気道炎、

急性気管支炎、急性咽頭炎、急性副鼻腔炎）

に対する処方件数と抗菌薬処方件数、処方

された抗菌薬の種類といったデータを収集

し描画することが可能であった。フィード

バックとして年度ごとの抗菌薬処方件数、

抗菌薬の種類を中心に浜松市医師会にフィ

ードバックを行った。（図 1） 

 

D.考察 

 休日夜間急患センターはその特性上レセ

プトデータを用いたデータ抽出が困難であ

ると予測された。理由として①小児外来診

療料などの加算を請求している、かつ②院

内処方を実施している場合、6 歳未満の抗

菌薬処方状況がレセプトデータから抽出で

きないことが当研究の分担研究で明らかに

なったためである。またデータ抽出におい

てそのデータを匿名化し、なおかつ有用な

データを収集することが困難であった。 

 今回 OASCIS を休日夜間急患センターで

実装した結果受診患者の全年齢における抗

菌薬処方動向をとらえることが可能であっ

た。今後は本システムが診療所を中心とし

て普及した後に、休日夜間急患センターで

実装されることでさらなる抗菌薬適正使用

の啓発の可能性を示唆するものであった。 

Ｅ．結論 

  抗菌薬処方の集計を行う OASCIS によ

るデータ収集は休日夜間急患センターでも

簡易に可能であることが判明した。今後診

療所の抗菌薬処方動向は OASCIS で集計す

ることで、抗菌薬適正使用の啓発にも利用

ができる可能性が示唆された。 

 

Ｆ．健康危険情報 

  特になし 

 

Ｇ．研究発表 

 １.  論文発表 

    なし 

 ２． 学会発表 
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図 1 浜松市夜間救急室抗菌薬処方動向 
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３．研究者名  （所属部署・職名） 小児科・医員                                 

    （氏名・フリガナ） 宇田 和宏（ウダ カズヒロ）                                 

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 
未審査（※

2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫

理指針（※3） 
■   □ ■ 国立成育医療研究センター □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 

                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対象
とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 

                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること 


